




Management of university physical education under COVID-19 restriction（1）：Decision-making process













COVID-19 first appeared in China in December 2019. The Japanese government, relevant ministries and agencies, 
and the university itself have been at the mercy of this "invisible enemy". This paper documents my efforts to implement 
a physical education program under the threat of the ever-evolving virus and the social and physical restrictions it has 
forced on us. Data from online discussions between students and teachers on the Microsoft Teams Chat platform 
allowed us to follow the progress of the program, and the difficulties and issues that arose from it.
Currently, our main concern for class management is to reduce the threat of infectious disease, and so we should 
arrange for a flexible mix of face-to-face and online classes, depending on the subject.
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１．はじめに
　新型コロナウイルス感染症（Corona Virus Disease 19：COVID-19）が世界中に蔓延している。2021 年 4
月 26 日現在患者数は 148,190,387 人、これまでの死者数は 3,112,206 人 1 で、今後も世界規模の増加が予想さ
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　地球 46 億年の歴史の中で、初期のウイルスは 30 億年前には既に存在していたという。直立 2 足歩行を始め
た猿人がアフリカの出現したのはおよそ 700 万年前で、私たちホモサピエンス出現したのは “たかが” 20 万年





遭遇し、恐れおののいた感染症は数え切れないほどある 7。地球史上は “若輩者の人類” ではあるが、他の生
物と比べて “いびつなまでに肥大化した脳” を駆使して戦いを挑み続けてきたのが、時には人を死に至らしめ
る “大先輩のウイルス” である。しかし、その大先輩に打ち勝つ（撲滅、終息を迎えるに至った）ことができ
た例は唯一天然痘だけである 8。このように人類とウイルスの “いままでの関係” をみれば “with コロナ” つ
まり、新型コロナウイルス “ありき” の思想は、あながち間違いではなさそうだし、人類の英知に心から期待
しているのも事実であり、決して諦めるわけではないが、ヒトの進化にとってのウイルスの意味を正しく理解
し “認める・つきあっていく” ことが、ヒトの “生物としての懸命な態度” といえるのではなかろうか。
　史上初の新型コロナウイルス感染症患者が報告された 2019 年 12 月 31 日からほぼ１年後、感染は拡大し
収束の兆しが見られなかった 2020 年 12 月 25 日、成田空港局での感染力が在来株の約 1.5 倍と言われる変異
株 9 の発見が報告された。RNA ウイルスは単純構造であるがゆえに変異しやすく、新型コロナウイルスは














期になった経緯を COVID-19 の拡大に伴う、政府をはじめとする関係各省庁の動向、そして 2020 年度前期
授業開始までの本学の対応と、それに伴う筆者担当の体育実技が後期開講に延期になった経緯を記載する。
２. １　COVID-19 感染拡大と関係各省庁の対応
　2020 年が明けて後期講義の再開前日の 1 月 5 日、世界保健機関（WHO）は WHO 中国国有事務所から、
2019 年 12 月 31 日に中国湖北省武漢市で未知の病因（原因不明）の肺炎が検出された症例の報告を受けた。
2020 年 1 月 3 日現在で、中国の国家当局からは未知の病因の肺炎患者は 44 人で、このうち 11 例が重症で、
残りの 33 人の患者は安定した状態にある 11 とのことであった。この報道がこの後世界中に蔓延する新型コロ
ナウイルス感染症発症の第一報であった。翌 1 月 6 日厚生労働省は国立感染症研究所の報告を受けて、発症
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　1 月 14 日には神奈川県内の医療機関から管轄の保健所に対して、中国武漢市の滞在歴がある日本人初の
新型コロナウイルス陽性患者の報告 15、1 月 24 日に 2 例目、28 日までに 8 例が報告 16 され、1 月 30 日には
後に感染拡大の大きな要因となる COVID-19 の特徴である無症状者の確認 17、そして 2 月 13 日に日本での
初の死者が確認された 18。感染拡大による患者数及び死者数の増加はさらなる加速が予想され、政府には可
及的速やかな対策・対応が求められた。
　感染拡大のもと、1 月 28 日政府は、新型コロナウイルス感染症を「感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律」（平成 10 年法律第 114 号）に基づき、指定感染症とする政令（令和 2 年政令第 11 号）
を制定した。これにより感染者に対する入院の勧告等の措置ができるようになったわけである。
　さらに、政府は 1 月 30 日閣議決定として、新型コロナウイルス感染症について、感染が拡大している現
状を鑑み、対策を総合的かつ強力に推進するため、また、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24
年法律第 31 号）第 15 条第１項の規定に基づき、新型コロナウイルス感染症対策本部（以下対策本部とする）
を設置した。
　教育機関である小中高等学校に対する関係各省庁からの事務連絡・要請も 1 月下旬から頻繁に行われるよ
うになった。1 月 24 日、文部科学省から小学校内で感染者が発生した場合の対応 19、2 月 25 日は卒業式・
入学式の開催における留意事項 20 が通知された。対策本部は 2 月 25 日「新型コロナウイルス感染症対策の
基本方針 21」を決定、同日文部科学省は「児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応に
ついて（第二報）方針 22、」において学校の臨時休校の措置に関する基本方針の等について連絡した。そし
て 3 月 28 日対策本部は「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」23 を決定した。同日文部科学
省から小中高等学校および特別支援学校へ等へ一斉臨時休業の要請が行われた。
　大学においては文部科学省より、一斉理臨時休業の対象にはなっていなかったものの、新型コロナウイル
ス感染症専門家会議 24 の見解を踏まえて、学事日程の編成における留意点の通知 25 があった。
　表 1 に COVIT-19 感染拡大に関する出来事の一部を掲載する。国内で感染が広がってる様子がうかがえる。
表 1　新型コロナウイルス感染症に関する報道等
期日 出来事 出典






2020. 1. 31 WHO の緊急委員会は、新型コロナウイルス関連肺炎の
発生状況が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事






2020. 2. 5 横浜港に寄港したクルーズ船「ダイアモンドプリンセス
号」新型コロナウイルスの陽性者が判明
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09276.html
2020. 2. 8 さっぽろ雪まつりでクラスター発生の疑い 日本経済新聞 2020. 2. 29 朝刊
2020. 2. 11 WHO 新型コロナウイルスによる肺炎を COVIT-19 と命
名
朝日新聞 2020. 2012 朝刊 3 ページ
2020. 2. 13 北海道北見市生活関連商品展示会の参加者の間で「クラ
スター」発生
朝日新聞 2020. 2. 29 朝刊 29 ページ
2020. 2. 15 大阪ライブハウスでクラスター発生 朝日新聞 2020. 3. 1 朝刊 23 ページ
2020. 2. 28 北海道緊急事態宣言発令 朝日新聞 2020. 2. 29 朝刊 1 ページ
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2020. 3. 16 厚生労働省が 16 日までの「クラスター」の全国分布をし
めす地図を公表
朝日新聞 3 月 17 日朝刊 3 ページ
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000608450.pdf
2020. 3. 25 東京都が外出自粛要請 朝日新聞 3 月 26 日朝刊 1 ページ
2020. 3. 29 海外渡航歴ある京都府の大学生 4 名の感染が確認 朝日新聞 3 月 30 日朝刊 25 ページ
2020. 4. 3 大阪のショーパブでクラスター発生 朝日新聞 4 月 3 日朝刊 17 ページ
2020. 4. 2 福岡市の老健施設でクラスター確認 朝日新聞 4 月 3 日朝刊 22 ページ
2020. 4. 7 政府が緊急事態宣言を 7 都道府県に発令 脚注 25
　以下図 1 から図 4 に 2020 年 1 月から授業開始の 5 月末日までの日本と世界の COVID-19 の感染者数と死
者数 26 を示す。
 図 1　世界患者数 図 2　世界死者数
 図 3　日本患者数 図 4　日本死者数
　世界規模で見ると患者数は 2 月 1 日に、死者数は 3 月 19 日で 1 万人を超える。日本の患者数が千人を超
えたのは 3 月 21 日、死者数が 100 人を超えたのは 4 月 13 日であった。
２. ２　2020 年度前期授業開始までの本学の対応
　2020 年 2 月 25 日、2019 年度第 10 回全学運営協議会（以後協議会と略）では「新型コロナウイルスの感
染拡大にかかる大学の対応について」が審議され、翌 2 月 26 日の 2019 年度第 11 回教育学部臨時教授会にて、
学長より「新型コロナウイルスにかかる大学の対応」が全教員へ提示された。内容は 2 月 27 日から 3 月 15
日まで大学構内の原則閉鎖（講習会等の延期あるいは中止、各種会議の原則禁止、部活動を含む学内諸活動
を見合わせる）、卒業式は実施未定等であった。3 月 5 日には学長からのメール配信レターにより、卒業式
の中止、入学式は予定の 4 月 3 日から 4 月 30 日に延期が通知された。
　そして、3 月 10 日の第 11 回協議会では授業開始日を含む学年歴の審議が始まり、3 月 17 日の第 12 回協
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議会では同審議事項が継続審議され、4 月 30 日の入学式の実施、および 5 月 4 日の授業開始を含む学年歴
が承認され確定した。その学年歴は翌 18 日の学長からのレターで各教員に通知された。この時点で 5 月 4
日の授業開始確定を教員は知ることになった。文部科学省からは 3 月 24 日、学事日程の編成における留意
点が通知 27 され、協議会での決定事項の後押しをした。
　新年度を迎え、4 月 7 日の 2020 年度第 1 回教授会において、延期となっていた入学式は中止が通知、す
べての授業が遠隔授業を中心に実施する旨の授業実施の方向性が示された。折しもこの日がその後数回繰り
返される最初の緊急事態宣言 28 発令の日であった。学生に対しては、翌 4 月 8 日、ホームページ上で「『緊
急事態宣言』に伴う本学の対応」として、主に 4 月 8 日から 5 月 6 日の大学構内の立ち入り禁止等の措置の
連絡がされた。
　なお、4 月 10 日の時点で、例年通り授業を実施する大学は、全国では 2.3％（894 大学のうちの 21 大学）、
緊急事態宣言の対象の 7 都道府県（東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡）では 0％（全 385 大学
が延期を決定・検討、あるいは例年通り実施するが遠隔授業を実施・検討）であった 29。本学がある関東圏
内の大学全てが予定通りに授業を始めることができなかったのである。
　4 月 16 日には、5 月 7 日の授業開始に向けての具体的な方法が、教育学部・国際経営学部学両部長から
「2020 年度前期授業に関して」が通知された。教務課からは体育実技担当の筆者宛に、前期開講であるなら
ば室内（遠隔）でできるものを、あるいは感染収束を見込んで、後期に延期するかの提案があった。その回













であるため当然のことであるが、4 月 16 日の段階では参考にできる研究・実践記録もなかった。自宅での
体育実技の遠隔授業は運動の質と量の確保が困難であるため、感染収束の見通しがたたないものの、収束を




　5 月 26 日、協議会で緊急事態宣言解除後の授業スケジュールについて、6 月 17 日には後期の授業の実施





部学部長より（おそらく運営案の）説明があった。8 月 4 日、状況レベルⅡで確認、9 月 1 日を目処に学生















2011 年には教育学部を新設した。2019 年度における 1 学年の定員は国際経営学部 200 名、教育学部 130 名、











　8 月 14 日に体育実技の対面体育と遠隔体育の併用が決定したことにより、後期の授業開始の 9 月 28 日ま
での COVIT-19 蔓延下の体育実技の授業運営方針と具体的な運営方法について検討する準備期間ができたこ
とは不幸中の幸いと言ってよかったであろう。夏休み期間を利用して後期 9 月 28 日の体育実技の授業開始
まで、準備を行うこととなった。



























ついて」2020 年 5 月 22 日　https://www.mext.go.jp/sports/
content/20200522-spt_sseisaku01-000007434-1.pdf
スポーツ庁事務連絡「『安全に運動・スポーツをするポイントは？』





2020 年 5 月 28 日
文部科学省「大学等における新型コロナウイルス感染症への対応ガ










ナウイルス感染症対策の徹底について（通知）」（2 文科初第 809 号）




号）2020 年 9 月 15 日
体育実技を含む授業の一般的注意事項
スポーツ庁事務連絡「今年度の体育における学習活動の取り扱いに





応に関する留意事項について（周知）（2 文科高第 934 号）」2021 年
1 月 8 日
緊急事態宣言下における学生・生徒が行う部活動への留意事項
４. ２. ２　COVID-19 蔓延下の遠隔授業の具体的取組
　一般的な遠隔授業の具体的な取り組みについては、後期授業開始の 9 月 28 日までは富家（2020）の
Microsoft Teams による実践研究、河尻・國分・江口・土田・鈴木・武笠・松本・堀木・佐久間・郷良（2020）































では 2020 年前期から、学生の受講の成果と出席の確認をする課題の提示と回収を、Microsoft Forms と
Teams34 で行っている。体育実技も同システムが有効活用できるように、2019 年度までの本学学生の特性を
踏まえた体育実技の授業運営を参考に、対面体育と遠隔体育によるものと決定した。遠隔体育の主な運動種




ともに Forms による課題の作成・提出、提出された課題の管理・保管、Teams のチャット機能などによる
体育実技の運営は始めての試みであった。チャットは「話題と発話」37 から構成される。学生から教員へ発
信された延べ話題数は 273、教員から学生へ発信された延べ話題数は 326 であった。このネット上に残され
たの文章の分析を行うことにより遠隔体育の成果と課題を探ることを目的とした。
５. ２　分析の方法・手順
　筆者が担当した体育実技（教育学部 3 クラス 137 名、国際経営学部 3 クラス 81 名の合計 218 名）の履修
者全員のチャットデータを分析の対象とした。これには一人で複数回教員にチャットで教員に情報発信して
いる学生や、1 度も使用していない学生の両方が含まれる。期間は後期授業開始 9 月 28 から冬季休業含む










　表 5 と表 6 に分析対象となるデータの基本統計量として単語数と発話数を示した。延べ話題数は学生 274、
教員 326 であった。表 6 の延べ発話数を見ると学生は 502、教員は 468 であった。このことより、1 話題の
平均発話数は学生 1.83、教員 1.44 であり、つまり、1 つの話題について学生と教員間で平均 1 回から 2 回の
“やり取り” をしたことになる。学生からの一回の話題における最大発話数は 11 回、教員は最大 6 回という、
平均値よりかなり多い発話を含む話題もあった。1 話題の最小発話数については学生においては「はい」、教
員からも「了解しました」などの文字数が短いものであった。話題によって発話数に差があることがうかが
える。教員の発話数の一日平均は 3.68 であり、一日あたり 3 から 4 回の発話をしたことなる。
　　　
 表 5　学生と教員の情報発信（単語数） 表 6　学生と教員の情報発信（発話数）
学生 教員 学生 教員
総単語数 32,080 40,616 総発話数 502 468
延べ話題数 274 326 延べ話題数 274 326
1 話題の平均単語数 117.1 124.6 1 話題の平均発話数 1.83 1.44
1 話題の最大単語数 698 1,210 1 話題の発話数の標準偏差 1.21 0.87
1 話題の最小単語数 1 1 1 話題の最大発話回数 11 6
※ 1 話題の平均単語数＝総単語数÷延べ話題数として算出 1 話題の最小発話回数 1 1
※ 1 話題の平均発話数＝総発話数÷延べ話題数として算出
　表 7 に学生、表 8 に教員の応答の有無について記載した。応答とは学生あるいは教員から発信された発話
に対する返信のことである。表 8 より学生の応答率は 82.0％、表 9 より教員の応答率は 97.6％であった。「返
信なし」の 18.0％は、教員からの発信に対して理解したかしていないかは不明である。教員の「返信せず」
の内訳は授業直前の欠席や遅刻連絡に対しててあり、授業内で応答となったものである。教員の発信・返信
の一日平均は 2.57 であり、一日 2 から 3 回の発話をしたことなる。
　　　
 表 7　学生の応答 表 8　教員の応答
N % N %
発信・返信 274 82.0 発信・返信 326 97.6
返信なし 60 18.0 返信せず・対面体育で回答 8 2.40
334 100.0 334 100.0
５. ３. ２　学生からの話題の内訳




　表 10 に表 9 の「運動実施時間帯に対する申し入れの理由」の詳細を示した。運動実施時間帯に対する申
















































































　表 14 に表 13 における「学生からの質問・問い合わせに対する回答」話題の詳細を示した。「了解・許可・
受理、及びその後の手順等」が 56.5％、次いで「質問に対する回答」「指導・指示・助言等」が 13.0％であっ
た。これら 3 つで 83.0％を占めた。一方「学生からの申し入れに対して承知・許可・受理しないこととその
理由」は 12.4％あった。
　表 15 に表 13 における「課題のフィードバック」の詳細を示した。5.1 でも述べた形式で、学生が提出す
る「体育実技実施報告書」に対するフィードバックを、全員へ行っていた。それとは別に、体育実技実施報
告書の記載内容に顕著な不備が見受けられた場合は、チャットにてダイレクトに個別にフィードバックを






















５. ４. ２　第 1回授業で運動実施時間帯確定後の再変更願
　表 9 から、一度自己決定した運動実施時間帯を変えたいと考え学生が多くいたことがうかがえる。そして













　表 10 における第 1 回授業で運動実施時間帯確定後の再変更願は 22 例であり、学生から発信された総発話












































































1 Bing COVID-19 data sources
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